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「接続料算定の在り方について」に対する意見

 エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社、グローバルワンコミュニケーションズ株式会社、ケーブィエイチ・テレコム有限会社、ピージーイージャパン株式会社の米国系競争的通信事業者グループ４社（以下USCCGという）は、平成11年9月21日に電気通信事業部会より意見の募集がありました「接続料算定の在り方について」に対し、以下の通り意見を述べさせて頂きます。

  諸外国での長期増分費用算定方式の導入は、独占事業者のヒストリカルな会計結果に基づいた後ろ向きな接続料金では、独占状態にある通信市場での競争促進がなされなく、消費者が独占の不利益を被り続け、独占事業者の非効率性を他事業者が負担させられると判断されたからと理解しております。独占事業者の非効率性を排除し、接続料の低廉化を図ることは、通信市場の競争を促進することにつながります。公正競争の導入が市場を活性化し、事業者は、消費者により良いサービスを提供することが可能となります。さらに、情報通信市場の活性化は、関連産業の拡大及び投資の増大により、雇用促進につながります。

  しかし、この度の９月２０日付け「長期増分費用モデル研究会」報告書では、NTTの非効率性が未だ排除されていないばかりか、その非効率を他の通信事業者だけでなく消費者にも負担させる可能性のある内容となっております。これでは、NTTの非効率性を排除して競争を促し、消費者へのサービス向上を図ることは非常に困難と考えます。USCCGは非効率性をより排除するために、郵政省モデル案に以下で述べる点を変更を加えて接続料を算定すべきと考えます。

1． NTTの非効率を排除すべき事項

（1） 減価償却年数

 報告書では、「諸外国の間でも耐用年数は相当異なっており、単純に外国の数値を入力値として用いることは、むしろ我が国においてモデルを利用する際の信頼性を損ないかねず、適当ではない。」とされております。

        しかしながら、法定減価償却年数は、そもそも株主に情報を提供するために使用

        されるものであります。会計実務上そういった年数は、最も保守的な仮定、すな

       わち減価償却年数が最も妥当な減価償却費となる仮定を採用することが求められ

       ます。しかし、会計上の減価償却年数は、料金支払者と株主の利益を守る料金とは

       一致しないのが普通であります。LRICモデルに使用する減価償却年数は双方の利

       益のバランスを取り、料金が高すぎも低すぎもしないようにすることが求められま

       す。以前USCCGが提出いたしました米国の減価償却年数は、そのバランスを保つ

       ために様々な団体を含めて定期的に審議し決定されており、信頼性が確保されてお

       ります。 また、電気通信設備は一般に世界的な市場で購入されるため、他国の減

       価償却年数を導入することは妥当であると考えます。

2． 他通信事業者や消費者の余計な負担事項

（1） 施設設置負担金及び付加機能使用料

 報告書では、「付加機能使用料や施設設置負担金をモデル算定結果から控除すべきとの意見が提出されましたが、これらについては今後のプライシングの議論の際に、現在、東NTT及び西NTTの設定している料額を参照しつつ検討せざるを得ない。」とされております。

 以前USCCGが提出いたしましたように、貴省モデル案には施設設置負担金及び付加機能使用料に加入者から徴収しているコストが含まれており、明らかにNTTが加入者及び他通信事業者から二重取りしている構造となっており、この二重取りの部分をモデルから排除した上で、接続料金を算定すべきと考えます。

（2） 基本料金の値上げ

 報告書では、「RTのコストを仮に端末回線に付け替えた場合には、現行制度において加入者が直接定額で負担している基本料相当分のコストが増加し、基本料値上げにつながる可能性もあることを示唆」とされております。

        しかしながら、接続にかかる費用は、全て接続料金等を通じて接続事業者から回収

       するべきであり、LRIC導入に伴いＮＴＴの投下資本の回収漏れが発生し、その未回

       収分を加入者の基本料金の値上げにより回収することと、接続料金による回収とは、

       全く別の議論であると考えます。また、上述の１．（１）、２．（１）を十分に反映す

      れば基本料金の値上げの必要もないかと考えます。

3． その他の事項

（1） 定期的なモデルの見直し

 USCCGは、技術革新や新規参入などにより急激に変化している中で、モデルの適性は常に検証される必要があるため、長期増分費用モデルが確定された後も、定期的に見直す機会を設けるべきと考えます。

 （２）呼の差別的取扱い

 通常全ての呼種は同じネットワークを経由していることから、国際・国内及び発着信の呼種により差別的な接続料金の設定をせず、同一の長期増分費用算定方式を適用されるべきと考えます。

４．NTT地域会社の経営に対する考慮

  長期増分費用方式導入の結果、接続料金が大幅に引き下げられることにより、NTT地域会社の財務への影響が懸念されています。LRICモデルに基づき求められた接続料金と現行の接続料金の差は、現存のNTTネットワークの非効率性を裏付けるものであり、これまで、また、長期増分費用方式が導入されるまで、接続事業者は、現行の接続料金の中で、その非効率を共に負担しているわけです。USCCGは、まず、NTT地域会社が非効率なネットワーク改善への努力と、そして、その非効率なネットワークの費用を独自に負担するための経営努力の検討をすべきと考えます。

 しかしながら、非効率なネットワークの費用をNTT地域会社が独自に負担するがために、その費用が利用者の料金に反映してしまうことは、そもそも、公正な競争により、利用者の利便性を高めるという、経済理念に反することです。接続料低廉化が、現存のNTTネットワークの費用に見合わず、NTT地域会社の財務状況が、利用者の利便性を損ない、経済に悪影響を与えるようであれば、事業者間で別な負担方法を別途議論せざるを得ませんが、それは今回の接続料算定の一部として議論すべきものではないと考えます。何故なら、接続料金や加入者料金もって、非効率ネットワークの費用を負担することは、そもそもの接続料金低廉化という目的、また、長期増分費用導入の検討目的に相反することだからです。

以上

